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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築支援事業
自治体情報シート（令和８年度）

精神障害の有無や程度に関わらず、誰もが安心して自分らしく暮らすこと
ができるよう、当事者・家族、保健・医療・福祉関係者等の重層的な連携
による支援体制の構築に取り組んでいます。

岡山県

精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの
構築に向けた取り組み
～誰もが安心して暮らせる地域づくりの取組～
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※必須

自治体の地図を掲載
（圏域がある場合は圏域のわかるもの）

１ 県、指定都市、中核市、特別区の基礎情報

取組内容

【各圏域】

・保健所、支所単位で市町村と協働し、自立支援協議

会の場を活用した検討会や連絡会、事例検討会を実施。

・市町村ごとの協議の場の設置・運営に向けた保健所、

県精神保健福祉センターでの重層的な支援体制による

取り組みを実施。

【県】

・精神障害者地域移行推進検討会（協議の場）の開催。

・人材育成研修、事例検討会、困難事例へのアウトリーチ事業、

各圏域の連絡会、研修会への講師派遣等、あらゆる機会をとらえ

た各地域での人材育成等、保健・医療・福祉の多職種連携を活性

化させ、にも包括ケアシステム構築へ向けた後方支援を実施。 ／
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【体制整備・人材育成の取組】 【その他関連事業】
～主として個別支援の取組～

○全世代型アウトリーチ事業
○家族支援に係る事業
○ピアサポート支援事業
・ピアサポーター派遣事業
・ピアサポーター養成研修等事業

○地域移行促進センター事業
・24時間電話相談事業
・ホステル事業
①一時休息、一時避難、②相談、
③試験外泊（入院時）

○入院者訪問支援事業
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２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

精神障害の有無や程度に関わらず、誰もが地域で安心して自分らしく暮らすことができるよう、当事者・家族、
保健・医療・福祉等地域支援関係者の重層的な連携による支援体制の構築に取り組んでいます。

市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置

保健所ごとの地域包括ケアシステムの構築に資する取組の推進、体制整備

地域包括ケアシステムの構築に資する取組の推進、体制整備

１ 保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置 ５ 精神医療相談・医療連携体制の構築に係る事業

 ２ 普及啓発に係る事業 ６ 地域生活支援関係者等に対する研修に係る事業  

３ 住まいの確保や居住支援に係る事業 ７ 精神障害者地域生活支援広域調整等事業（アウトリーチ事業）

４ 当事者家族の活動支援及びピアサポートの活用に係る事業  
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３ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

・平成１５年度～

内尾センターに退院促進支援事業（国のモデル事業）として自立支援員2名を配置。平成17年度には東備地域生活支援センターに事業委託、

平成18年度からは、精神保健福祉センターに引き継がれた。平成19年度、県北のNPO法人にも自立支援員を配置し事業を拡大。
・平成２０年度～
地域移行特別対策事業（平成22年度から地域移行・地域定着支援事業と名称変更された国の補助事業）において、県内全域に地域移行推

 進員11名を配置し（平成22年度からは地域体制整備コーディネーターも配置）、地域移行・地域定着支援体制を強化。精神科病院の実施す
る地域・病院交流事業による地域住民とのふれあいなど、地域の受け皿づくりを進める。

・平成２３年度～
 「精神障害者の地域移行推進のための保健所マニュアル」（平成22年3月全国保健所長会）、「精神障害者地域移行・地域定着支援事業の
流れと役割」（県保健所（井笠）作成）を基本ルールに、県下において推進方法の共有化。
精神障害者アウトリーチ推進事業（現岡山県精神科在宅支援（アウトリーチ）事業）実施。
各圏域においては、医療機関、医師会、相談支援事業所、市町村、保健所・支所等とともに、個別支援を進めながら、地域課題に応じて、人

 材育成のための研修、事例検討会、連絡会、地域住民に向けたフォーラムの開催、ピアサポーターの養成・派遣事業、協議会の開催など、
事業推進に向けたさまざまな取組を実施。
・平成２６年度～
上記取組に加え、精神障害者地域移行推進検討委員会を開催し、県全体の取組の課題について再確認。「人材育成研修の継続開催」「病
院（スタッフ、入院患者さん）と地域の交流会及び連絡会を開催しているモデル地区への参画、そこで得られたノウハウを他地域へ横展開」
の2つの柱を掲げ、事業のさらなる推進を図った。
・令和元年度～
  研修企画を中心に担っていた、職能団体等からなる実務者会議を県の（地域移行支援体制の構築に向けた）具体的な取組の検討を広く行う
  ための「コアメンバー連絡会」として位置づけ、さらなる事業推進を図っている。

県の地域移行推進検討会を精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る県全体の協議の場と位置づけた。
・令和６年度～
入院者訪問支援事業を開始。アウトリーチ事業委託医療機関を１か所追加、自殺予防対策との合同による「こども・若者アウトリーチ
チームの設置と併せ「全世代型アウトリーチ事業」と名称変更し、支援者支援のさらなる強化を目指した。
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＜Ｒ７年度までの成果・効果＞

課題解決の達成度を測る指標 目標値
（Ｒ７年度当初）

実績値
（Ｒ７年度末）

具体的な成果・効果

①協議の場の設置 26市町村
（岡山市を除
く）

26市町村
（岡山市を除
く）

・全市町村に協議の場が設置された。

②人材育成研修会の開催 5回 5回 ・県全体の研修会においては、市町村、保
健所、医療機関それぞれの取組と課題、さ
らなる取組について共有した。
・圏域ごとの課題に応じた研修会を実施し、
保健・ 医療・福祉関係機関のネットワーク
を強化した。

③地域移行推進検討会の開催 1回 1回 ・保健・医療・福祉、当事者団体等関係者
が参加し、県全体の精神障害者の地域移
行・地域定着の状況や相談支援体制の課題
について共有した。

④ピアサポーターの活用に係る事業 ・養成研修1回
・フォローアップ
交流研修会1回

・派遣 延16回

・養成研修1回
・フォローアップ
研修1回

・派遣 延14回

養成研修は28名の参加。フォローアップ研
修は18名の参加があった。
ピアサポーターによる体験発表を延14回実
施し、各地域の精神障害に対する理解への
普及啓発へ務めるなど、県内各地でピア活
動が活性化してきた。

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に資する取組の成果・効果
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【特徴（強み）】
１．県内の職能団体等による保健・医療・福祉等関係者が協働し、にも包括構築に向けた体制整備及び人材育成について企画話し合う土壌がある。
２．保健所及び市町村や医療機関、相談支援事業所等が連携し個別支援を行う、連絡会を開催するなど関係者同士が顔の見える関係が築けてい
る。

３．家族会や当事者会等、自らの経験を互いに伝え合い、互いに支え合うことができる仕組みや組織など、地域に根差した活動がある。

課題 課題解決に向けた取組方針 課題・方針に対する役割（取組）

・保健・医療・福祉の関係機関、
関係者において「にも包括」の
構築推進をとおして目指す目
標が明確でない。

・医療機関等地域資源が県南
に偏在しており、地域の地域
移行・地域定着支援の取組に
差がある。

・市町村、各圏域、県全体の協議の場が連
動するよう企画、実施する。

・協議の場における県内の支援体制の課
題の整理と充実に向けた検討を行う。

・支援者のにも包括の理解を促進する研修
を企画、実施する。

・個別支援に係る事例検討会の開催、支援
ネットワークづくり。

保健

人材育成研修や検討会・連絡会の企画、開催
構築支援体制の課題の整理、検討。
各地域での取組等、各種情報の提供。

医療

協議の場、研修会への参画。

各地域の関係機関と個別支援等を通じた情報
交換。

福祉

協議の場、研修会への参画。

各地域の関係機関と個別支援等を通じた情報
交換。

その他関係機関・住民等 協議の場、研修会の参加等

※指標設定が困難な場合は、代替指標や定性的な文言でも構いません。

課題解決の達成度を測る指標 現状値
（Ｒ８年度当初）

目標値
（Ｒ８年度末）

見込んでいる成果・効果

①各圏域での協議の場、研修会の開催 各年1回程度 各年1回程度 にも包括推進の課題の明確化
支援者の個別支援のスキルアップ

②個別支援にかかる事例検討の回数 集計中 個別支援を通して地域の課題の明確化
支援者の個別支援のスキルアップ

※赤枠内
必須

５ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題
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【にも包括構築の体制】

所管部署名（※） 所管部署における主な業務

地域医療推進課
「にも包括」構築にかかる総合調整
県レベルの協議の場の事務局

精神保健福祉センター
県レベルの協議の場の企画・実施。

市町村、保健所圏域の「にも包括」の支援
体制構築の後方支援

※各部門の状況はできるだけ詳しく記載ください

連携部署名 連携部署における主な業務

障害福祉課
福祉のまちづくりの推進
障害者長期計画及び障害福祉計画の推進
障害者総合支援法の施行

住宅課 岡山県居住支援協議会の運営等

労働雇用政策課
若年者・高齢者・障害のある人等への雇用
の促進

長寿社会課 介護保険事業、認知症対策

各部門の連携状況 強み・課題等

保健

市町村、保健所における個別支援、事例検討会の開催。普及
啓発事業、精神保健相談等による予防活動
保健所圏域の「にも包括」協議の場の開催

精神保健だけでなく、母子保健、感染症、難病等、様々な分野
の地域保健活動における支援者のネットワークがある。
予防を重視して活動している。
相談体制を整備するための人材育成が必要。

医療
入院者の地域移行・地域定着支援の実施。

協議の場への参画、市町村・保健所等関係機関との連携によ
る個別支援の実施。

医療機関により地域移行・地域定着支援の取組に差がある。

福祉
協議の場への参画

障害福祉計画、地域生活支援事業、重層的支援体制整備事
業等福祉施策における情報共有

市町村により、専門職の配置や社会資源、窓口の対応等に差
がある。

その他関係機関・住民等
当事者団体、家族会、PSW協会等の職能団体が県レベルの
協議の場への参画

当事者・家族の体験に基づいた支援体制整備への提案がで
きる。ピアサポーターの活躍の機会、場の検討。

※赤枠内
必須

６ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築のための連携状況（事務局）

（※事務局を担当する部署）

市町村ごとの「にも包括」支援体制構築に向けた協議の場設置への働きかけ、事例検討会の開催による連携体制の強化について、保
健所を中心に実施。市町村・保健所の後方支援として精神保健福祉センターがスーパーバイズに出向き、県全体の協議の場で共有を
図っている。
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【その他事項】 ※協議の場の運営における課題や悩んでいる点、アドバイザーに相談したい事項など、自由に記載してください

名称 協議の場の構成員
開催頻
度

実施内容
既存の会議体を活用して
いる場合はその名称・課

題・強み等

コアメンバー
会議

保健：相談支援専門員協会、精神保健福

祉士協会、作業療法士会、精神保健福祉
センター、県地域医療推進課、県保健所

3回／年
・県レベルの協議の場、研修
会の企画

・にも包括の概念を浸透させ、
新たな視点を取り入れるため、
メンバーの交代を行う。

医療：精神科病院

福祉：県障害福祉課

その他関係機関・住民等：
居住支援関係機関

岡山県精神障害
者地域移行推進
検討会（県レベ
ルの協議の場）

保健：広域アドバイザー、県保健所、精
神保健福祉センター、県地域医療推進課

１回／年

・「にも包括」支援体制
構築の推進における課
題の分析・評価

・効果的な支援体制構築
に向けた検討

・必要に応じて、職能団体や
行政担当部署に参加いただい
ている。孤立・孤独等、新た
な施策とにも包括の取組の整
理が必要

医療：学識経験者、精神科病院

福祉：県障害福祉課

その他関係機関・住民等：
雇用・居住支援関係機関

保健所・支所単
位の協議の場

保健：県保健所・支所、市町村

１回／年

・事業の進捗状況の把握、
課題等の分析、事業効
果の評価

・精神障害者の支援の推
進のために必要な研修
の企画及び実施

・精神保健だけでなく、母子
保健、感染症、難病等、様々
な分野の地域保健活動におけ
る支援者のネットワークがあ
り、地域の実情に応じた課題
にきめ細かに対応できる。

医療：精神科病院

福祉：県民局、市町村

その他関係機関・住民等：
当事者団体、家族会、介護関係者

※赤枠内
必須

７ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築のための協議の場の実施状況
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年度 実施内容 具体的な取組

R８年度

R９年度

R11年度

１保健・医療・福祉関係者による協議
の場の充実

２普及啓発に係る事業
３住まいの確保や居住支援に係る事業
４当事者家族の活動支援及びピアサポ
ートの活用に係る事業

５精神医療相談・医療連携体制の構築
に係る事業

６地域生活支援関係者等に対する人材
育成研修

７アウトリーチ支援に係る事業

事業利用終了、自治体で推進

１にも包括の協議の場の実施（県、保健所圏域、市町村）

２精神保健福祉セミナー等心の健康づくりに関する普及啓発
３居住支援セミナー等の実施
４家族会活動の活性化のための勉強会、交流会等の実施
ピアサポーターの養成、派遣

５各事業における専門研修、精神保健福祉相談員研修の実施

６24時間電話相談、ホステル事業の実施、難治性患者の治療
に関する医療機関ネットワークの構築

７未治療、治療中断等の精神障害者（疑い含む）に対し、
多職種専門チームによるアウトリーチ等包括的支援の実施。

事業利用予定年数：令和 ９年度まで（１年間）

到達目標
（Ｒ10年度ま
で）

精神障害のある人が地域で安心して暮らすことができるよう、市町村が主体となり、
県精神保健福祉センターや保健所と連携を図りつつ、精神科医療機関、その他の医療
機関、地域援助事業者、当事者・ピアサポーター、家族、居住支援関係者などとの重
層的な連携による支援体制を構築していくための取組を実施しています。（第9期保
健医療計画より抜粋）

※赤枠内
必須

９ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けたスケジュール（長期）
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時期（月） 実施内容 具体的な取組

R８年８月 １事例検討の充実
２個別支援を通した支援
ネット
ワークづくりと人材育

成
３研修会の実施

１保健所、精神保健福祉センターの参画による市町村等支
援者支援（随時）

２未治療、治療中断等の精神障害者（疑い含む）に対し、多
職種専門チームによるアウトリーチ等包括的支援の実施。
（随時）
３にも包括研修、精神保健福祉相談員研修等研修等の企画、
実施
R8. 8月 精神保健福祉相談研修の開催
R8.10月  精神障害者地域対応力向上研修の開催
R8.12月  県全体にも包括研修会

 各圏域のにも包括研修会

到達目標
（Ｒ８年度）

各種事業を通した支援者支援と人材育成の強化

※必須 10 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けたスケジュール（短期）
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